
鳥取市子どもの居場所づくり補助金交付要綱 

（趣旨）

第１条 この要綱は、鳥取市子どもの居場所づくり補助金（以下「補助金」という。）について、

鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。

（交付の目的） 

第２条 本補助金は、地域こどもの生活支援強化事業実施要綱（令和５年１２月１３日付こ支家

第３１０号こども家庭庁支援局長通知。以下「国実施要領」という。）及び鳥取市子どもの居場

所づくり事業実施要領（令和７年４月１日制定。以下「市実施要領」という。）に基づき、「子ど

もの居場所づくり」について、新たに取り組みを行う民間団体等の立ち上げを支援し、市内で

の団体の育成、取組の推進を図ることにより、地域福祉及び児童福祉の向上に寄与することを

目的として交付する。

（補助対象事業）

第３条 本補助金の対象となる事業は、市内で実施する市実施要領第４条に規定する事業（以下

「補助対象事業」という。）とする。

２ 補助対象事業の実施にあたって、子ども、保護者等に行政上の配慮を要すると認められると

きは、市実施要領第４条第２号イに掲げる連絡先に加え、中央人権福祉センター（生活困窮者

相談支援窓口）にも連絡するものとする。

（補助対象者） 

第４条 本補助金の交付の対象となる者は、補助対象事業を公正、中立かつ効果的に実施するこ

とができる民間団体等とし、次に掲げる要件すべてを満たすものとする。

⑴ 団体の本拠としての事務所を県内に有し、市内でも活動する団体であること。

⑵ 代表者が明らかであること。

⑶ 社会福祉法人又は政治活動、宗教活動若しくは営利事業を目的とする団体ではないこと。 

 ⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定

する暴力団又は同条第6号に規定する暴力団員の統制の下にある団体ではないこと。

（補助金の算定等）

第５条 事業立ち上げ支援に係る本補助金の額は、補助対象事業の実施に要する別表１の第２欄

に掲げる経費の実支出額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相

当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５法律２２６号）に規定する地方消

費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）から補助対象事業のための寄

附金その他補助対象事業に係る収入の額を控除した額に１０分の１０を乗じて得た額（千円未

満の端数は切り捨てるものとし、同表第３欄に掲げる額を限度とする。）以内で算定し、予算の



範囲内で交付する。

２ 運営費に係る本補助金の額は、別表２の第３欄に掲げる経費の実支出額（仕入控除税額を除

く。）から補助対象事業に係る食事やレクリエーション等の実費相当額としての徴収金、補助対

象事業のための寄附金その他の収入の額を控除した額に１０分の１０を乗じて得た額又は第２

欄の定員数に応じた第４欄の単価の額に開催した回数に乗じて得た額に保険加入料、会場等使

用料及び賃借料を加えた額の少ない方（千円未満の端数は切り捨てるものとし、同表第５欄に

掲げる額を限度とする。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。

３ 本補助金は、交付決定の時期にかかわらず、第６条第１項ただし書の場合を除き、交付決定

を受けた日の属する年度の４月１日から３月３１日までの補助対象事業に要する経費の額を補

助の対象とする。

（補助金交付申請の時期等） 

第６条 本補助金の交付申請は、原則として市長が別に定める日までに行わなければならない。

ただし、年度の中途で新規に事業を実施する場合は、事業実施の３０日前までに行わなければ

ならない。 

２ 規則第４条の交付申請に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号、様

式第２号及び様式第３号によるものとする。

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、当該者が免税事業者、簡易課税事業者若しくは特定

収入割合が５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人及び同法第

２条第７項に規定する人格のない社団等）であるとき、又は仕入控除税額が明らかでないとき

は、前条の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額

（以下「仕入控除税額を含む額」）という。）の範囲内で交付申請をすることができる。

（交付決定）

第６条の２ 市長は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第５条の規定にかかわらず、

仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合において、仕入控除

税額が明らかになったときは、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は変

更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額する

ものとする。

（承認を要しない変更等）

第７条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。

 ⑴ 本補助金の２割を超える減額

 ⑵ 本補助金の増額

 ⑶ 交付目的に特に影響を及ぼすと認められる変更

（補助金の概算払い）



第８条 本補助金は、規則第１１条ただし書の規定により市長が認める場合とし、概算払によっ

て交付するものとする。

（実績報告）

第９条 補助事業者は、補助事業が完了した日から２０日以内（規則第９条第１項の規定により、

事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承認通知を受理した日から２０日以内）又は

当該年度の３月末日のいずれかの早い日までに実績報告をしなければならない。

２ 規則第１２条の実績報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様

式第１号、第２号及び第３号とする。

３ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実

績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」とい

う。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額

が実績報告控除税額を超えるときは、様式第３号の２により速やかに市長に報告し、市長の返

還命令を受けて、その超える額に対応する額を市に返還しなければならない。

（事業継続努力義務）

第１０条 第５条第１項に掲げる補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当

該事業を５年間継続して実施するよう努めなければならない。

２ 補助事業者は、前項の期間内において前年度の事業の運営に係る状況を４月２０日までに、

様式第４号により市長に報告するものとする。ただし、第５条第２項に掲げる補助金の交付を

受けている場合は、当該年度の実績報告書をもって報告にかえることができる。

３ 第１項に定める期間内に、当該事業を休止又は廃止若しくは事業内容を著しく変更（以下「休

止等」という。）しようとするときは、補助事業者は、あらかじめ理由、予定日その他必要な事

項について様式第５号により市長に届け出て、事業の休止等に関する協議を行うものとする。

（財産の処分制限） 

第１１条 規則第１６条ただし書の市長の定める期間（以下「処分制限期間」という。）は、減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当

する期間（当該年数が５年に満たない財産にあっては５年とし、同令に定めのない財産にあっ

ては市長が、別に定める期間）とする。 

２ 規則第１６条第４号の市長が定める財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

 ⑴ 取得価格又は効果の増加価格が３０万円以上の機械及び器具

 ⑵ その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして市長が別に定めるも

の。

３ 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は



一部を市に納付させることがある。

４ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善良な管

理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。

 （帳簿の備付け） 

第１２条 補助事業者は、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機

械、器具及びその他の財産がある場合は、補助事業等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿、

書類等を、規則第１７条の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第

２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管

しておかなければならない。 

（雑則）

第１３条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、総務

部人権政策局長が定める。

附 則

 この要綱は、平成２９年５月１９日から施行する。

附 則

 この要綱は、平成３０年６月２５日から施行する。

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年５月２１日から施行し、令和元年度事業から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の鳥取市子どもの居場所づくり補助金交付要綱第４条の規定に関わら

ず、平成３０年度に鳥取市子どもの居場所づくり補助金の交付を受けて補助対象事業を実施して

いる社会福祉法人については、平成３１年度に限り、なお従前の例による。 

附 則 

 この要綱は、令和２年５月１４日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年５月２５日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年５月１１日から施行し、令和５年度事業から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年１０月１２日から施行し、令和５年度事業から適用する。 



附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度事業から適用する。 



別表１（第５条関係）

１ 事業項目 ２ 補助対象経費 ３ 補助金上限額

事業立ち上げ支援 調理器具・冷蔵庫等の備品、食器等の消耗

品の購入に要する経費、調理室や居室等

の修繕に要する経費、使用料及び賃借料

（会場借上げに要する初期経費等）等

１事業所につき

１，５２０千円

別表２（第５条関係）

１ 事業項目 ２ 定員数 ３ 補助対象経費 ４ １回当たり

の単価

５ 補助金

上限額

運営費 １人～１９人 補助対象事業の実

施に必要な給料

（正規職員を除

く）、報酬、報償費、

旅費、需用費（食糧

費、印刷製本費、消

耗品費、燃料費（灯

油のみ））、役務費

（通信運搬費（郵

便料・運搬料の

み）、保険料）、使用

料及び賃借料、負

担金等

※食材費は、１食

３５０円を上限と

する。

※保険加入料、会

場等使用料及び賃

借料は、１回当た

りの単価に含めな

いものとする。

※飲食店がその施

設・設備、従業員等

を活用して取り組

む場合は、食事提

供に要する経費

（賃金、食材費、需

用費等）は対象外

とする。

５，０００円 月16回以上
（週4回等）
２，０００千円

月4～15回
（週1回等）
１，５００千円

月1～3回
１，０００千円

２０人～２９人 ７，５００円

３０人～ １０，０００円

定員なし 前年度実績の平

均利用者数より

算定する。

※新規の場合は

利用者見込みと

する。



様式第１号（第６条、第９条関係）

    年度鳥取市子どもの居場所づくり事業計画（報告）書

居場所の名称

実施団体名

責任者（代表者）氏名

事業実施（予定）場所

事業実施（予定）期間

【事業内容】 具体的に記載してください。

対象者

（対象者、定員の有

無）

※実績報告時には利用実績（開催日ごとの利用者数が分かるもの）を添

付してください。

開催頻度

（頻度、回数等）

※記載例：月〇回（毎週○曜日、第○○曜日）

利用料の額

     円

※対象別等で金額を設定している場合はその内容を記載してくださ

い。（                  ）

食事提供の有無
 有 ・ 無

（有の場合は、提供数（延数）           ）

事業の周知方法



居場所における

活動内容

○実施体制

 ※スタッフやボランティアの人員体制等

○活動の具体的な内容

 ※食事や学習、あそび、イベント等

行政や学校等

との連携内容

○ねらい

○連携している機関や専門職

○連携の具体的な内容



○効果・成果 ※実績報告時に記載

寄附金の有無  有  ・  無

他の補助金の活用の

有無

 有  ・  無

※他の補助金の活用について、いずれかに○をしてください。

※「有」の場合は、その補助金名、事業内容、該当補助金に係る問合わ

せ先を記載してください。

（注）実施する事業所ごとに作成してください。

〈消費税の取り扱い〉

課税事業者（簡易課税事業者を除く。）

 ※課税事業者（簡易課税事業者を除く。）に該当する場合は「該当」、該当しない場合は「非該

当」と表右欄に記載すること。非該当の場合には、下欄にその理由を記載すること。

非該当の場合 （非該当の理由）



様式第２号（第６条、第９条関係）

    年度鳥取市子どもの居場所づくり事業収支予算（決算）書

〈収入の部〉                        （単位：円）

区 分

本年度予算額

（本年度決算

額）

前年度予算額

（本年度予算額）
摘要

市補助金

自己資金

寄附金

その他

計

〈支出の部〉                        （単位：円）

区 分

本年度予算額

（本年度決算

額）

前年度予算額

（本年度予算額）
摘要

給料（正規職員を除く）

報酬

報償費

旅費

食糧費

印刷製本費

消耗品費

燃料費（灯油のみ）

通信運搬費

（郵便料・運搬料のみ）

保険料

使用料及び賃借料

負担金

計

（注）実施する施設ごとに作成してください。



様式第３号（第６条、第９条関係）

年度鳥取市子どもの居場所づくり支出予定（支出）書

（単位：円）

科 目
支出予定

(支出)額

積 算 内 訳

(単価、人数等分かるように具体的
に記載してください。) 

給料（正規職員を除く）

報酬

報償費

旅費

食糧費

印刷製本費

消耗品費

燃料費（灯油のみ）

通信運搬費

（郵便料・運搬料のみ）

保険料

使用料及び賃借料

負担金

合計

（注１）補助金を充当しない経費には下線を引いてください。



様式第３号の２（第９条関係）

年  月  日

  鳥取市長 様

職氏名          印 

鳥取市子どもの居場所づくり事業仕入控除税額確定報告書

  年  月  日付第 号で交付決定を受けた鳥取市子どもの居場所づくり事業補助金に係る

消費税等仕入控除税額について、鳥取市子どもの居場所づくり事業補助金交付要綱第９条第３項

の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１ 鳥取市補助金等交付規則第１２条の２に基づき補助金の確定額  金 円

２ 実績報告時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額 金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額  

金 円

４ ３の額を仕入控除税額として算出した補助金実績相当額  金 円

５ 補助金返還相当額（１－４） 金  円

※参考となる資料（確定申告書等）を添付すること



様式第４号（第１０条関係）

    年度鳥取市子どもの居場所づくり事業運営状況についての報告書

居場所の名称

実施団体名

責任者（代表者）氏名

事業実施（予定）場所

事業実施（予定）期間

【事業内容】 具体的に記載してください。

対象者

（対象者、定員の

有無）

※利用実績（開催日ごとの利用者数が分かるもの）を添付してくだ

さい。

開催頻度

（頻度、回数等）

※記載例：月〇回（毎週○曜日、第○○曜日）

利用料の額

     円

※対象別等で金額を設定している場合はその内容を記載してくだ

さい。（                  ）

食事提供の有無
 有 ・ 無

（有の場合は、提供数（延数）           ）

事業の周知方法



居場所における

活動内容

○実施体制

 ※スタッフやボランティアの人員体制等

○活動の具体的な内容

 ※食事や学習、あそび、イベント等

行政や学校等

との連携内容

○ねらい

○連携している機関や専門職

○連携の具体的な内容

○効果・成果

（注）実施する事業所ごとに作成してください。



様式第５号（第１０条関係）

年  月  日

  鳥取市長      様

届出者                

 住 所               

 氏 名               

子どもの居場所づくり事業休止（廃止・変更）届出書

 鳥取市子どもの居場所づくり事業補助金交付要綱第１０条第３項の規定により、補助金の交付

に係る事業を休止（廃止、変更）する予定ですので、届け出ます。

記

 １ 居場所の概要

 （１）名称

 （２）実施団体

 （３）事業実施場所

 （４）事業実施期間

 （５）事業実施状況

   ①開催頻度

   ②利用料の額

   ③食事提供の有無

   ④実施事業体制

   ⑤主な活動内容

   ⑥関係機関等との連携状況

 ２ 補助金の概要

 （１）交付年月日

 （２）交付金額

 ３ 休止（廃止、変更）の概要

 （１）予定時期

 （２）休止（廃止、変更）の内容

 （３）理由

 ４ その他


